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１　マニュアルの目的、適用範囲

(1)このマニュアルは、地震等による混乱防止、発災後の被害軽減を図ることを主な目的とする。

(2)地震対策については、別に定めのある場合を除き、このマニュアルの定めによる。

ただし防災教育及び訓練等にあっては、防火教育及び消防訓練も含むものとする。

(3)このマニュアルは、[事業所名]に勤務する者及び出入りするすべての者に適用する。

２　震災に備えての事前対策
(1)　点検及び安全確認

①任務分担

	点検責任者
	部署及び氏名

	火元責任者
	

	建物、施設担当
	

	電気設備担当
	

	消火器担当
	

	火気設備担当
	

	危険物担当
	


②点検・確認項目

　点検責任者は、地震災害を防止または軽減するため、次の対策を実行し、定期的に状況

を確認する。

・　建築物、工作物、設備等の安全確保のための点検及び補強（キャビネット、書棚、ロッカー、コピー機等の転倒防止など）
・　窓ガラス、看板等の落下及び飛散防止
・　火を使用する設備、器具等の点検及び安全措置（出火防止）
・　消火器等の準備及び適正管理
・　危険物、毒物、劇物、高圧ガス等の貯蔵及び取扱場所の点検並びに転倒又は落下による漏えい及び流出防止措置
・　建物からの安全避難の確保及び点検
・　救出、救護等の資器材及び非常用物品の準備及び保管
・　高所に置かれた重量物がある場合には、低所に移動または確実に固定する。
・　表１の備蓄品を確保するとともに、定期的に点検する。
・　表２の救助、救出用資機材を確保するとともに、定期的に点検する。
表１　備蓄品一覧

	備蓄品目
	数　量
	点検頻度
	備蓄場所

	[飲料水３日分（1日3㍑×従業員数）]※


	
	
	[○階防災倉庫]

	[非常用食料（缶詰、乾パン、インスタントラーメン等）３日分／１人×従業員数]※
	
	
	

	[医薬品(殺菌消毒剤、火傷薬、整腸剤、止血剤、絆創膏等）]
	
	
	

	[救急セット（止血帯、包帯、ガーゼ、三角巾、脱脂綿、ナイフ、ハサミ、ピンセット、体温計、副木、毛布等）]
	
	
	[○階南倉庫]

	[懐中電灯、予備乾電池、ローソク、マッチ、ライター]


	
	
	

	[携帯ラジオ(携帯用テレビ)、予備乾電池]


	
	
	

	[携帯用拡声器,ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ,予備乾電池]


	
	
	

	[衣類等(ヘルメット,タオル,下着,毛布、寝袋、テント、防寒衣、防水シート、長靴、運動靴等）]
	
	
	

	[洗面用具、ドライシャンプー、衛生用品（生理用品・紙おむつ等）、ウェットティッシュ、マスク、暖房器具・用品, 簡易トイレ等排泄関連用品]
	
	
	


※飲料水及び非常食は、帰宅困難等により事業所内に留まることが予想される従業員、訪問者、顧客の数を満たす数量を確保する。

表２　救助用資機材等一覧

	救助、救出用資機材等品目
	数　量
	点検頻度
	保管場所

	[シャベル（スコップ）、つるはし、はしご]
	
	
	[○階防災倉庫]

[○階北倉庫]

	[ジャッキ（○ﾄﾝ用）、掛矢、バール]
	
	
	

	[ハンマー、のこぎり、カッター、エンジン式チェーンソー]
	
	
	

	[金てこ、鉄パイプ]
	
	
	

	[ロープ、ビニール袋]
	
	
	

	[ヘルメット、軍手（または皮手袋）]
	
	
	

	[担架、毛布等]
	
	
	

	[非常用照明器具]
	
	
	


※救助、救出用資機材の数量は自衛消防組織の[救出救護班]員数を満たす数量を確保する。

(2)　防災教育及び訓練

①　防災教育の実施時期

　防火管理者は以下の通り従業員等に対して防災教育を実施する。

○従業員全員に対する教育

　毎年[○月]に実施する。ただし、業務上の事情によって変更することがある。

○新入社員に対する教育

　採用時の研修中に所定の防災教育を実施する。時間数は防火管理者と[人事部]が協議

して決める。

②　防災教育の内容

・防災管理規程、各種防災マニュアルの周知徹底

・火災・災害予防上、遵守すべき事項

・防災に関する従業員の役割と責任の周知徹底

・安全確保等に関する事項

・地震対策に関する事項

・東海地震警戒宣言発令時等の対応について

・その他防火・防災上必要な事項

③　消防訓練

○防火管理者は、次の消防訓練を行う。

	訓練種別
	訓練内容及び対象
	実施月日

	[総合訓練]
	消火、通報、避難誘導、救出・救助、応急救護訓練を一斉に行う。対象は全事業所とする。
	春、秋の火災予防運動

期間中

	[部分訓練]

[○階]従業員
[○階]従業員
[○階]従業員
	上記[　　訓練]を個々に行う。

上記[　　訓練]を個々に行う。

上記[　　訓練]を個々に行う。


	[    月、    月]

[    月、    月]

[    月、    月]

	[基本訓練]
	消火栓、屋内消火栓等の操作を行う。対象は自衛消防組織の初期消火班及び消火班員とする。
	随時

	[図上訓練]
	机上による想定訓練を実施する。自衛消防隊及び対策本部を対象とする。
	随時


○震災訓練は、上記各消防訓練に準じて実施するが、防災関係機関の行う訓練または

地域において実施する訓練に参加することをもって代替することができる。

④　訓練実施記録

防火管理者は、訓練の実施結果を管理権限者に報告すると共に防火管理台帳に記録する。

３　地震発生直後の職場の初動対応

　地震発生直後は、職場ごとに全員で次の初動対応を行う。

	[image: image1.png]


ＳＴＥＰ１
安全確保・救出
	・地震発生直後は、各従業員が自分自身の安全を守ることを周知徹底しておく。
・職場の長は生き残った従業員を確認し、初動対応ができる者、救援が必要な者を迅速に把握する。
・機器類、書棚などの下敷きになった者を救助する。（救助資機材の種類及び保管場所は表２のとおり）
・火気使用設備・器具のすぐそばにいる従業員は、直ちにガスの元栓、器具栓等の閉止及び電源遮断を行う。各火元責任者は速やかにその状況を確認する。
・建物の下敷きなどの事故と同時に火災が発生した場合は、火勢を抑えることを優先する。
・危険な場所（危険物のある場所、暗闇等）に立ち入るときは、２人以上で行動する。



	ＳＴＥＰ２
応急手当て
	・負傷者を安全な場所に搬送する。
・[地区隊長]は、負傷者の搬送を監督し、[避難誘導班長]と搬送活動について調整する。
・救護所に搬送する余裕がない場合、[地区隊員]を中心に、あらかじめ訓練を受けた従業員を指揮し、人工呼吸等救急措置を行う。（医薬品等の種類及び保管場所は表１のとおり）




	ＳＴＥＰ３
負傷者の搬送
	・[地区隊]の[救出救護班]は重傷者を次の病院または区の設置する救護所に搬送する。病院に搬送するのは重傷者のみとする。

病院名

○○病院

△△診療所

所在地

富士市○○町1-1

富士市△△町3-3

TEL　

11-1111

33-3333

備考

形成外科

夜間OK

・利用可能な搬送手段：[担架（4台）]による搬送
・本業務は、[自衛消防隊]が立ちあがった時に[救出救護班（班名）]に連絡を行い、引きつぐ。




４　組織で行う緊急対応

(1)　自衛消防組織の構成

自衛消防組織は、自衛消防組織編成表及び任務分担表を定め、[自衛消防隊本部隊]と事業所各地区の[地区隊]から構成する。

　○　[自衛消防隊長]及びその代行者

	
	役　職　名
	氏名
	TEL.

	自衛消防隊長
	[○○常務]
	[富士　太郎]
	[内線2345]

	代行者
	[○○部長]
	[吉原　二郎]
	[内線3456]


　○　夜間、休日において地震が発生した場合の体制及び任務は別に定める。

○　非常招集

　・　[自衛消防隊長]は、別に定める緊急連絡網により必要な従業員を招集する。

　・　[自衛消防隊本部隊の工作班（施設の復旧に従事する要員）]は、自主参集する。

(2)　対策本部

対策本部は被災現地に[現地対策本部]を、本社に[本社対策本部]を設置する。各対策本部のマニュアルは別に定める。

(3)　初動対応業務

地震発生直後における活動は、下記に定める業務を[自衛消防隊]が組織的に行う。

	ＳＴＥＰ１

自衛消防隊の立ち上げ
	・勤務時間内に発災した場合には、[自衛消防隊長]は、その構成員を事業所内[　　　　　　　]に集合させる。

・時間外に発災した場合または事業所に立ち入りが困難な場合には、[現地対策本部]を設置する場所に集合させる。



	ＳＴＥＰ２

緊急通信手段の確保
	[情報連絡班（班名）]は会社外部との所定の連絡手段を確立する。



	ＳＴＥＰ３

救護所の設置・運営
	[救出救護班（班名）]は負傷者の救護のために、安全かつ負傷者を搬送しやすい環境に救護所を設置し、次の業務を実施する。
・応急手当を行う
・負傷者の搬送
・負傷者リストの作成



	ＳＴＥＰ４

避難誘導


	○　避難の判断
防災機関の避難指示がなくても、事業所内に留まることが危険と判断される場合には、[自衛消防隊長]が避難の判断を行い、避難手順に基づき[避難誘導班（班名）]に命じて、従業員を避難させる。防災機関の避難命令を受けた場合は必ず避難する。

○避難の単位
避難は[部（避難の単位）]ごとに行う。従業員以外の在館者はフロアごとに次のように避難の単位に組み込む。

フロア

担当

避難の単位

[地階]

[吉川]

[工務部]

[１階]

[田中]

[営業部]

[２階]

[斉藤]

[人事部]

[・・・]

[・・・]

[・・・]



	
	○　避難場所の選定
一時(いっとき)集合場所は、[○○公園]とし、広域避難場所は[△△公園]とする。

○　避難時の混乱の防止
[避難誘導班（班名）]は携帯用

拡声器、メガホン、ロープ等を

携行し、常に先頭で従業員等を

誘導し、混乱防止を主眼に適切

な誘導、案内を行うものとする。

エレベータは運転を停止する。

避難する場合は、電気・ガスの

遮断を確認する。

○　避難時の人員を確認
[各部（避難の単位）]の長は避難開始時に管理下にある避難者の点呼をとる。

○　行方不明者・外出者の把握
[各部（避難の単位）]は避難終了後にも確認を行い、行方不明者が出た場合には、[避難誘導班長]に届け出る。また、[各部（避難の単位）]は外出者の数を把握し、[避難誘導班長]に届け出る。



	ＳＴＥＰ５

捜索隊の編成
	[避難誘導班長]は、行方不明者が事業所内に残されており、かつ、地震の余震が収まって危険が少ないと判断した場合には、捜索隊を編成することができるが、編成に当たっては[自衛消防隊長]の許可を得る。



	ＳＴＥＰ６

人的被害状況の把握
	・従業員の安否と所在について[部（安否確認の単位）]毎に確認する。
・安否の確認に際しては、外部にいる者、自宅にいる者、被災事業所にいる者の分類をして所在（現在と将来）をできるだけ明確にしておく。
・[情報連絡班]は従業員全員の安否が確認できるまで交代制で24時間体制を敷く。
・社宅、従業員の家屋などの被災状況（人的被害も含む）についても調査する。
・従業員の安否や所在について家族、親戚の問い合わせに対応できるよう[広報班又は／及び現地対策本部]と協力する。ただし内外部への発表は[広報班又は／及び現地対策本部]に任せる。



	ＳＴＥＰ７

被害状況の連絡
	・把握した人的被害は速やかに[自衛消防隊長又は／及び現地対策本部]に連絡する。
・[自衛消防隊長又は／及び現地対策本部]に必要な人的・物的応援を要請する。



	ＳＴＥＰ８

食料・飲料水等の支給準備
	・[総括班]は備蓄品の保管場所から必要な物品及び資機材を搬出し、食料及び飲料水等の支給準備を開始する。
・[工作班]は応急修理等に必要な緊急物資の調達または手配を行う。



	ＳＴＥＰ９

食料・飲料水等の支給
	[工作班]は[自衛消防隊の班員及び帰宅困難な従業員]に対して配布基準に基づき、食料及び飲料水等の支給を行う。




(4)　緊急対応業務（各班）

	ＳＴＥＰ１

出火防止の措置
	各班にあっては、各区域の火気使用設備・器具等の使用停止及び停止確認をするとともに、その結果を[自衛消防隊長]に報告する。
1)設備等の緊急停止、保安措置
・危険物及び高圧ガスの取り扱いは直ちに中止する。
・稼働している設備は手動で緊急停止させる。
・地震によって自動停止した設備は完全に停止する。
・停止状態が数日続いても安全なように保安措置をする。
2)火気使用設備・用具の使用停止と確認
・可燃性蒸気の流出を防ぐ。
・電気設備等については、電源を切る際のスパークなどにより引火、爆発するおそれがあるため、むやみにスイッチを操作しない。
・タバコの火、ガスの点検、電気器具等のスイッチ等、火の始末を忘れず速やかに行う。
・やむを得ないものを除き、火気設備等の使用停止。
・使用火気の安全確認、監視員及び消火器等の配置。
・火気設備器具などの周囲の燃えやすいものをかたづける。



	ＳＴＥＰ２

初期消火
	・[消火班（班名）]は火災が発生した場合は消火器を使用し初期消火に務める。同時に数カ所から出火した場合や手に負えなくなった場合は避難優先とする。
・[情報連絡班（班名）]は火災を発見または通報をうけたときには[１１９番]にも必ず責任を持って通報すること。電話が使用できない場合は駆けつける等の方法で通報する。
・[消火班（班名）]は最低2人1組で出動し消火に当たる。消火不能と判断された場合はその旨[総括班、避難誘導班（班名）長]に報告する。
・[消火班（班名）]は火災や煙の拡大を遅らせるために防火扉を閉鎖する。避難誘導が平行して行われている場合には、逃げ遅れた者がいないことを確認する。



	ＳＴＥＰ３

被害状況の把握
	[情報連絡班（班名）]は建物、設備、備品、商品等会社の資産に関する被害の概要を把握し、[自衛消防隊長又は／及び現地対策本部]に報告する。



	ＳＴＥＰ４

地震情報の把握
	事業所内および周辺の地震被害の状況を実地、テレビ、ラジオ、防災機関等により把握し、[自衛消防隊長又は／及び現地対策本部]に報告する。交通、火災情報等を含む。



	ＳＴＥＰ５

遺体の処置
	死者が出た場合には、[大会議室]を仮安置場所とする。
・遺体回収作業では、犠牲者の詳細な記録を取る。
・遺体に付ける名札には以下の情報を記録する。
○発見現場、○発見日時、○発見者氏名、○犠牲者の氏名（確認できれば）、○犠牲者の氏名を確認した人の氏名、○犠牲者の身元を確認するために使ったもの（ID、指紋、写真付名札、運転免許証など）、○死因（確認できれば）、○化学物質などによる汚染などの可能性や、それに関連する注意事項

・会社敷地外に遺体を移動した場合、その行き先を記録する。
・遺体の移動、回収等の処置については警察の指示に従う。



	ＳＴＥＰ６

従業員等の帰宅・残留
	事業所内に滞留する従業員は、慌てて帰宅させずに一定期間残留させることを基本とする。来客者等は[構内広場]へ誘導する。

[自衛消防隊長又は／及び現地対策本部長]は、次の判断を行い、事業所内に残留する従業員等に連絡する。

①帰宅可能性の評価
・帰宅経路の有無、安全性
・交通機関の利用可能性

・帰宅判断

②帰宅手順の策定
・帰宅開始時期
・帰宅経路
・帰宅体制
・携行品（配布品）

・従業員、テナント、

来客等への広報

・訪問客、顧客の扱い

③帰宅時の手順

・帰宅状況報告
・帰宅報告
④残留者への対応

・帰宅困難者の取扱い
・食糧、飲料水、炊飯用具等の備蓄
・緊急物資の調達、手配
・食糧、飲料水等の支給
⑤翌日以降の出社方針（基準）




(5)　衛生管理業務 ( [地区隊・衛生班] )

	ＳＴＥＰ１

仮設トイレの設置等
	・安全な場所に簡易トイレを設置し、使用の注意事項を近くに掲示する。
・プライバシー保護のため、毛布や防水布、ゴミ袋等を間仕切りに利用する。



	ＳＴＥＰ２

衛生管理
	・汚染を防ぐための特別な対策についての指示がない限り、絶対に危険ゴミに触れてはいけない。危険ゴミとは、血液、吐瀉物、排泄物等で赤いポリ袋に分類する。
・常にゴム手袋や安全ゴーグルなどを着用する。液体は手につきやすく、

目に入る危険もある。



	ＳＴＥＰ３

ごみ処理
	食べカスなど通常のゴミ用のゴミ箱やポリのゴミ袋を設置、取り替えを行う。




５　施設再開までの復旧業務

	ＳＴＥＰ１

被害状況把握
	[工作班（建築に詳しい者がいる班名）]は速やかに建築物や設備などを点検し、倒壊危険等がある場合には応急に修理を行う。その結果は[自衛消防隊長又は／及び現地対策本部]に報告する。



	ＳＴＥＰ２

緊急点検・応急修理
	・早期にタンク等のコックやバルブを閉め、内容物が漏洩した場合には栓などを使用して亀裂、破損した場所を塞ぐ。
・清掃及びがれきなどの撤去を行う。この活動の目的は、がれきや破片による負傷、危険・有害物の流出・漏洩、その他地震の間接的な影響を発見、除去、処分することである。
・ガス、電気、上下水道、通信が使用できない場合は、事前に準備確保している非常物品を使用する。
・地震後、火気設備器具などを使用する場合は、設備や器具を点検した後に使用する。

	ＳＴＥＰ３

顧客・取引先の被害状況の把握
	[情報連絡班（班名）]は[各部門]から顧客や取引先の被災状況について報告を受け、[自衛消防隊長又は／及び現地対策本部]に報告する。



	ＳＴＥＰ４

復旧のための建築物及び構築物等の被害確認
	・[工作班（建築に詳しい者がいる班名）]は建築物、設備などの被害を復旧の観点から詳細に調査し、[自衛消防隊長又は／及び現地対策本部]に報告する。
・[工作班（班名）]は調査に基づき、施設復旧に必要な資機材の調達及び復旧方法について準備を開始する。
・[工作班（班名）]は復旧に係る工事人に対する教育を徹底する。



	ＳＴＥＰ５

危険物・有害物の管理
	・[自衛消防隊長又は／及び現地対策本部]に[様式○○]により報告する。
・漏洩した危険物等の拡大防止や回収等の措置をする。
・火災等の二次災害の発生防止措置をする。



	ＳＴＥＰ６

施設立入制限及び施設警備
	・[総括班（班名）]は危険な施設の立入禁止措置を講じるとともに、従業員及び第三者が立ち入らないよう施設警備の手配をする。（立入禁止札、休業のご案内など）

・立ち入りに際して警察や消防等関係機関の許可が必要な場合もあるので注意する。



	ＳＴＥＰ７

重要書類の保全
	・現金、小切手、有価証券、重要書類等は、直ちに耐火キャビネットなどの安全な場所に保管する。
・[消火班（班名）]は所定物品の搬出、格納を行う。あらかじめ定めておいた搬出格納先の状態を確認する。
・二次災害の発生に十分注意する。



	ＳＴＥＰ８

近隣の被害状況の確認
	・[情報連絡班（班名）]は継続して事業所近隣の被害状況を把握するとともに、事業所ができる協力について[自衛消防隊長又は／及び現地対策本部]に報告する。
・交通情報に注意する。



	ＳＴＥＰ９

周辺地域の事業所、住民等との連携及び協力体制
	・[地域の復旧・復興に関して予め協定等を締結している事業所は住民等と連携した地域の復旧・復興策を記載する]

・自分の職場はもちろんのこと、その職場内での対応が終わり、余力があるときには人員、防災資器材を動員し、地域住民と協力して積極的に近隣の火災の拡大防止、けが人の救護などの災害活動を行う。



	ＳＴＥＰ１０

帰宅困難者対応
	・従業員、学生、生徒、買物客等その他事業所における帰宅困難者に対して、必要な災害情報及び帰宅情報等を提供する。

・帰宅が困難なものに対しては必要物資の提供等の支援を行う。

・いたずらに帰宅しないように、被災地域の危険情報を提供し、混乱の防止に努める。



	ＳＴＥＰ１１

その他事業内容から事業再開（復旧）に必要な措置
	[他事業所等からの応援を予め対策として決めている事業所ではその旨を記載する]




付則　東海地震警戒宣言発令時等の措置

(1)東海地震注意情報発表時の措置

・東海地震注意情報の発表を知った従業員は、直ちに職場の長及び防火管理者等に報告する。

・報告を受けた防火管理者等は、テレビ・ラジオ・インターネット等を通じて情報確認のうえ、必要な安全防護措置をとる。

・防火管理者等は、従業員等に東海地震注意情報について館内放送などを通じて伝達する。

(2)東海地震予知情報・警戒宣言発令時の営業

・警戒宣言が発令された場合は、従業員の帰宅及び残留要員の確保を図り、[営業を中止（又は継続）]する。

・出勤途上または外出中に警戒宣言の発令を知った場合は、自衛消防組織の構成員以外は帰宅し、待機する。

＜参考資料＞
	富士市の危機管理情報

http://www.city.fuji.shizuoka.jp/hp/menu000025700/hpg000025601.htm
静岡県の危機管理情報

http://www.pref.shizuoka.jp/kinkyu/index.html
静岡県地震防災センター

http://www.e-quakes.pref.shizuoka.jp/index.html
警戒宣言時の社会状況が分かる「そのとき　あなたは？」（地震対策資料）

http://www.e-quakes.pref.shizuoka.jp/shiraberu/hondana/pdf/220-2005-all.pdf
静岡県事業継続計画モデルプラン
http://www.pref.shizuoka.jp/sangyou/sa-510/bcp/modelplan.html



以　上
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